
 【社長の青柳でございます。】皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にありがとうご
ざいます。

 本日は、2021年3月期決算及び2022年3月期業績予想、今後の方向性と次期中期経営計画に向
けた課題についてお話いたします。

 まず、5月12日に公表した「2021年3月期決算」について説明します。5ページをご覧くださ
い。









 まず、連結決算の営業収益は、新型コロナウイルス感染症により鉄道事業を始めとした各事業
が大きな影響を受け、大幅に減少しました。また、JR九州ドラッグイレブンの持分法適用会社
への変更の影響などにより、対前年約32％の減である2,939億円となりました。

 今期は緊急的措置として徹底した営業費用の削減に取り組みましたが、営業収益の大幅な落ち
込みを補えず、228億円の営業損失となりました。一方、EBITDAは、大幅に減少したもの
の、46億円のプラスとなりました。

 なお、親会社株主に帰属する当期純利益は、189億円の純損失となりました。

 次に、「2022年3月期業績予想及び配当予想」について説明します。9ページをご覧くださ
い。









 まず、2022年3月期の位置付けについて説明します。

 2021年3月期は、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言の発出や自粛、移動の制限な
どにより、当社グループのほぼ全ての事業が影響を受け、営業収益は大幅に減少しました。こ
れに対し、主として緊急的なコスト削減などの対応を行いました。

 2022年3月期は、新型コロナウイルス感染症の長期化もさることながら、新たな生活習慣が定
着する中で、アフターコロナを見据えた試練の年と位置付けます。

 そして、「コスト構造改革」「事業改革と成長モデル創出」といった構造的な問題に取り組
み、V字回復に向けた各種施策を実施しながら、次期中期経営計画の検討を進めていきます。

 次に、業績予想の前提条件について説明します。次のページをご覧ください。



 2022年3月期は、新型コロナウイルス感染症の収束時期は依然として見通せないものの、ワク
チン接種の広がりなどによる緩やかな回復を想定しています。実際には感染状況に応じてご利
用状況は影響を受けると思いますが、今回公表する業績予想は記載のような前提条件としてお
ります。

 主なセグメントについてお話しします。次のページをご覧ください。



 運輸サービスセグメントについて、鉄道事業では新型コロナウイルス感染症の早期の収束を期
待しますが、窓口販売割引きっぷの大幅な廃止、割引きっぷの値上げ、普通回数券の廃止と
いった施策を行い、収入の確保を目指します。

 また、費用では、前期に引き続き緊急抑制を行うほか、BPR戦略による削減も合わせて、2020
年3月期と比較して鉄道事業の費用を140億円削減することを目指します。

 次のページをご覧ください。



 不動産・ホテルセグメントについて、2つのまちづくりプロジェクトである、昨年11月に開業
した宮崎駅ビルや今年4月に開業した熊本駅ビルが本格的に連結業績に寄与します。

 熊本駅周辺開発については、新型コロナウイルス感染症の影響により一部テナントとの契約解
除が発生した「アミュプラザくまもと」も、その後のリーシングにより全店舗がそろってのス
タートになりました。また、昨年開業したオフィスビル2棟とともに、駅周辺の交流人口の増加
に寄与しており、感染状況に配慮しながら、駅周辺の賑わいづくりを進めてまいります。

 次のページをご覧ください。



 これまでにご説明した前提条件や各セグメントでの施策を反映した、通期業績予想について説
明します。

 営業収益については、反動増を見込むものの、やはり各事業で新型コロナウイルス感染症の影
響を一定程度受けることを見込んでおり、コロナ前の状況には戻らないと予想しています。

 一方で、引き続き鉄道事業を中心とした費用削減に取り組むことで、営業利益の黒字化、
EBITDAの回復を見込んでおります。

 16ページをご覧ください。







 2022年３月期の配当予想は、現在の株主還元方針を鑑みて１株当たり年間配当金93円とする
予定です。

 なお、2021年3月期同様、新型コロナウイルス感染症による今後の業績への影響などを慎重に
見極める必要があるため、2022年３月期は中間配当を行わず、期末配当の年１回とする予定で
す。

 次に、「今後の方向性と次期中期経営計画に向けた課題」について説明します。22ページをご
覧ください。













 2021年3月期を振り返ると、新型コロナウイルス感染症の感染状況などにより一進一退を繰り
返しながらも、徐々に回復してきた1年でした。

 固定費割合の高い事業である鉄道事業とホテル事業は緊急的なコスト削減を行った結果、業績
としては回復傾向にあるものの、事業としての厳しさは変わりません。

 一方、鉄道をご利用されるお客さまの減少に伴い、駅ビル事業も影響を受けたものの、「ま
ち」としての機能の一部を担っており、回復傾向は比較的強かったと認識しております。

 コロナ禍における1年間の状況を踏まえ、当社グループが考えている当面の方向性についてお話
します。次のページをご覧ください。



 従来からの課題である人口減少や自然災害への対応に加え、現在では、生活様式の変化による
お客さまのニーズの変化という新しい課題が発生しました。コロナのインパクトにより新たに
見えてきたJR九州グループ全体に共通する、優先度の高い３つの課題を整理しました。

 課題とは、「駅を中心としたビジネスモデル」、「固定費割合の高い事業」、そして「九州の
持続的な発展」であり、それらが当社グループの企業価値に大きな影響を与えるということで
す。

 何よりも影響があったのは、駅を中心とした「まちづくり」を行ってきた、私たちの事業モデ
ルへの強烈な逆風が吹いたことですが、一方で、我々は「駅」から離れることはできません。
「駅を中心としたまちづくり」というモデルには今後もこだわっていきますが、そのモデルに
は変化が必要です。

 また、「自社の収益構造」に目を向け、固定費の割合が高いというコスト面の課題にも向き合
う必要があります。

 最後に、九州とともにある当社グループは、九州の持続的な発展に貢献する取り組みをさらに
進めなければならないことです。

 それぞれの課題について、当面の方向性をお話しします。次のページをご覧ください。



 最初の方向性として、駅を中心としたビジネスモデルのもと、安全・安心を最優先とした事業
運営を行うことです。

 先行きが不透明な時だからこそ、九州のモビリティサービス企業として、原点に立ち返り、お
客さまをはじめとしたステークホルダーからの安心感や信頼感を得ていくことが、すべての事
業運営の基本です。「安全・安心」の重要性は今後も変わりません。

 次のページをご覧ください。



 我々が離れることのできない「駅」は、当社グループの付加価値の源泉であり、まちづくりに
より沿線人口を増やしながら事業の拡大を目指す方向性は、今後も大きく変わることはありま
せん。

 一方で、お客さまへの提供価値について、「移動の通過点としての駅」ではなく「目的地とし
ての駅」として、新たな生活様式に対応しながら、これまで以上に駅の魅力を高めてまいりま
す。

 次のページをご覧ください。



 今後も、九州内の駅を中心とした「まちづくり」を続けていきます。しかし、新たな変化への
対応も必要です。

 そこで、長崎駅周辺開発については、新たな生活様式や脱炭素という観点で計画を見直し、全
面開業を2年程度前倒ししました。また、鹿児島中央駅西口開発についても、周辺の都市計画
と連携して、新たな鹿児島の玄関口にふさわしいように、計画を進めてまいります。「安全で
より使いやすい、そして環境にも優しい」をコンセプトに、「まちづくり」の中心を担う駅ビ
ル開発を目指します。

 次のページをご覧ください。



 一方、鉄道をご利用のお客さまの数は、長期的にはコロナ前に戻していくという強い想いはあ
りますが、現在の状況を踏まえれば、短期的には戻らないと認識しております。

 そこで、当社グループのもつ「強み」や「武器」を活かした、「物の流れ」に参画してまいり
ます。

 これまでも実証実験を行ってきた九州新幹線を活用した「荷物輸送」は、5月より佐川急便様
と本格的に事業を進めてまいります。当初の規模は小さいでしょうが、今後の足掛かりにして
いきたいと考えています。

 また、当社グループの強みである総合的なまちづくりの経験や駅ビルテナントなどの顧客基盤
を活用して、地元に密着したデベロッパーとして「物流賃貸業」もスタートさせます。

 「ヒトの流れ」のだけでなく、「物の流れ」も扱うことで、当社の持つ交通ネットワークをよ
り活性化させたいと考えています。

 次のページをご覧ください。



 次に、固定費割合の高さにより、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた鉄道事業と
ホテル事業について説明します。

 まず、鉄道事業について、アフターコロナにおいて短期的にはお客さまが戻らない中でも安定
的に利益を創出するため、2020年3月期の鉄道事業の営業費用の1割である140億円の削減を
ターゲットとして社内でプロジェクトを立ち上げ、ロードマップを策定しました。2021年3月
期実績では当初想定よりも180億円を削減しましたが、このロードマップ上では、2022年3月
期において当初想定よりも140億円の削減を見込んでいます。

 鉄道事業の設備投資に伴う減価償却費や西九州新幹線開業に伴う費用の増加は避けられないも
のの、次期中期経営計画期間には固定費の削減を安定的に140億円以上実現できる見通しとな
り、今後は更なる上積みを目指して、施策の詳細検討及び実現を目指します。

 30ページをご覧ください。





 ホテル事業は、鉄道事業と同様に新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた事業です
が、2021年3月期は損益分岐点の改善に向け、需要に応じて既存ホテルの運営人員を約25％
削減するなどの徹底的なコスト削減を実施し、今後の事業体制は概ね整ったと考えておりま
す。

 2022年3月期は「THE BLOSSOM 熊本」の開業や、収入増に伴う変動費用の増加を見込むも
のの、2020年3月期と比較して営業費用が下がっているのは、損益分岐点の改善効果を見込
んでいる結果です。

 次のページをご覧ください。



 ３つ目の方向性は、「九州の元気」をつくる取り組みの強化です。我々の事業は九州の持続的
な発展なくして成り立ちません。

 まず、先月発表した地域特化型ファンドは、資金提供に加え、当社グループの強みを活かした
経営改善により、コロナ禍の影響や事業承継といった課題を抱える地元企業の成長の支援をし
ます。

 ファンドを通じた機動的な投資により、当社グループの事業強化や領域の拡大を図るともに、
九州の持続的な発展に向けた取り組みを加速します。

 次のページをご覧ください。



 地域の元気をつくるという観点では、持続可能なモビリティサービスの構築は長期的な課題で
あり、その中でMaaSの果たす役割は大きいと考えております。

 MaaSは、昨年11月の宮崎の駅ビル開業に合わせ、モビリティと生活サービス・観光を組み合
わせた実証実験をおこなった他、西日本鉄道様との連携を深めており、地域のインフラとして
定着できるように、取り組みの拡大を進めてまいります。

 最後に、これらの方向性を踏まえた、次期中期経営計画の課題についてお話しします。次の
ページをご覧ください。



 次期中期経営計画期間は、コロナ禍のダメージからのV字回復を果たし、2030年長期ビジョン
に向けて取り組む重要な時期にあたります。

 そのためには、今期を「コロナ禍により発現した大きな３つの課題を踏まえて、構造改革に取
り組む期間」として位置付けております。

 次のページをご覧ください。



 2022年3月期の設備投資は、先日開業した熊本駅ビルを含む熊本駅周辺開発や2022年秋に開業
予定の西九州新幹線の開業投資などにより、昨年を大きく上回る1,240億円を計画していま
す。これは、回復しつつある営業CFに加えて、昨年調達した資金を活用することで、財務健全
性に配慮しながら実施することが可能です。

 一方で、今後も長崎駅周辺開発や鹿児島中央駅西口開発などのまちづくりの設備投資は続きま
す。今後、営業CFは回復すると想定しているものの、私募REITを活用した循環型投資モデルの
導入を通じて、継続的な成長戦略・資本効率化と財務健全性維持を両立させうる財務戦略を検
討してまいります。

 36ページをご覧ください。





 事業戦略と財務戦略に関する検討についてお話ししましたが、長期的な観点を外すことはでき
ません。

 2021年2月にTCFDへの賛同を表明するとともに、気候変動がもたらす当社グループのリスク
と機会などに関する情報開示を行いましたが、当社が掲げる「2050年 CO₂排出量実質ゼロ」
に向けた中間目標の設定や具体的な施策を検討し、ロードマップを策定していく必要があると
認識しております。

 財務的な視点と非財務的な視点の双方で長期的な経営を考え、次期中期経営計画の策定を進め
てまいります。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。


























